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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第50期

中間連結会計期間
第51期

中間連結会計期間
第50期

会計期間
自 2024年４月１日
至 2024年９月30日

自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2024年４月１日
至 2025年３月31日

売上高 (千円) 6,674,773 6,564,682 13,289,916

経常利益 (千円) 1,401,402 1,487,102 2,659,920

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(千円) 1,043,788 911,360 1,862,845

中間包括利益又は包括利益 (千円) 971,294 907,062 1,792,849

純資産額 (千円) 7,005,668 7,756,026 7,338,033

総資産額 (千円) 11,406,546 12,531,836 12,156,578

１株当たり中間(当期)
純利益

(円) 96.04 83.86 171.40

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 61.4 61.9 60.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,214,380 1,270,377 2,246,025

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 870,140 △137,370 △110,583

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △608,994 △622,592 △1,249,957

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 3,731,364 3,661,363 3,143,262
 

(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 
２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませ

ん。

なお、重要事象等は存在しておりません。

 

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 経営成績の分析

当中間連結会計期間における我が国経済は、継続的な賃上げによる雇用・所得環境の改善を背景に、緩やかな回

復基調で推移しました。一方で、物価上昇や深刻化する人手不足によるコスト増加圧力が継続しており、加えて国

内外の金融政策の動向や為替変動、地政学的リスクの高まりなど、先行きは依然として不透明な状況が続いており

ます。

学習塾業界におきましては、少子化に伴う学齢人口の減少という構造的な課題に直面する一方、大学入試改革や

ICT教育の進展、さらには生成AI等の新技術への対応が求められております。教育ニーズの多様化・高度化を背景

に、異業種も巻き込んだ競争環境が続いております。

このような状況の中、当社グループでは、すべての授業に単方向映像授業を完備した「ダブル学習システム」を

展開するなど、映像やオンラインを活用した学力向上体制の強化に努めております。また、安心・安全面への取り

組みの一環として、すべての授業や合宿の様子を保護者様がネットでリアルタイムに確認することができるサービ

ス「ネット授業参観」を導入しております。当該サービスの設備を利用した社内の授業点検も同時に実施すること

により、授業の質の向上を図ってまいります。

収益面におきましては、当社の強みとする都立中・都立高を目指す生徒数の減少により、売上高は前中間連結会

計期間と比較して減少しました。一方、夏期講習、特に当社の強みである夏期合宿では、通常の10泊11日合宿に加

え22泊23日の長期合宿を実施し、多数の生徒が参加した結果、収益に大きく寄与しました。

費用面におきましては、交通広告等の新たな広告手法の実施による広告宣伝費の増加に加え、再開した株主優待

制度にかかる費用が発生しました。一方、前年に実施した校舎や合宿場の環境改善のための設備投資の反動減や、

全社的な経費抑制の取り組みによる費用削減が寄与し、営業費用全体としては前中間連結会計期間と比較して減少

しました。　

以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は6,564百万円（前中間連結会計期間比1.6％減）、営業利益は1,448百

万円（前中間連結会計期間比6.1％増）、経常利益は1,487百万円（前中間連結会計期間比6.1％増）、親会社株主に

帰属する中間純利益は911百万円（前中間連結会計期間比12.7％減）となりました。営業利益及び経常利益につきま

しては、中間連結会計期間における過去最高益を更新しました。一方で、親会社株主に帰属する中間純利益につき

ましては、前中間連結会計期間において、持分法適用関連会社であった株式会社市進ホールディングスの全株式売

却に伴う関係会社株式売却益を計上したことなどにより、減益となりました。
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セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。なお、セグメント別の売上高はセグメント間の内部取引消

去前の金額によっております。 

 
① 教育事業

小中学生部門（ena小中学部）につきましては、生徒数は前年を下回っているものの、合宿を含む夏期講習売上

が伸長したことにより、売上高は前中間連結会計期間と比較して微増となりました。

個別指導部門（ena個別）につきましては、閉校に伴う校舎数の減少等を受けて生徒数が前年を下回っているこ

とにより、売上高は前中間連結会計期間と比較して減少しました。

大学受験部門（ena看護、ena美術、ena高校部）につきましては、ena看護において生徒数が前年を下回ってい

ることにより、部門全体の売上高は前中間連結会計期間と比較して減少しました。

海外校舎を主に展開するGAKKYUSHA USA グループ（GAKKYUSHA U.S.A.CO.,LTD.、GAKKYUSHA CANADA CO.,LTD.、

ENA EUROPE GmbH及び株式会社学究社帰国教育）につきましては、グループ生徒数が順調に推移していることによ

り、売上高は前中間連結会計期間と比較して増加しました。

これらの結果、売上高は6,219百万円（前中間連結会計期間比1.8％減）となりました。

 
② 不動産事業

不動産事業につきましては、保有する賃貸用物件が概ね安定的に稼働しており、賃貸収入は前中間連結会計期

間と同水準で推移しました。

これらの結果、売上高は82百万円（前中間連結会計期間比1.0％減）となりました。

 
③ その他

インターネットによる受験、教育情報の配信サービス事業等につきましては、広告関連売上につきましては、

新規アプリ及びバナー商品の売上高が伸長したことにより、学校法人関連及び一般企業等の法人顧客において、

前中間連結会計期間と比較して増加しました。一方で、グループ会社との取引が縮小した影響により、当該期間

の売上高に一時的な減収影響が生じました。人材サービス売上につきましては、塾訪問サービスの需要が関西を

はじめとする他地域や大学へと拡大し、契約校数が増加したことにより、前中間連結会計期間と比較して増加し

ました。

これらの結果、売上高は369百万円（前中間連結会計期間比11.0％減）となりました。
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(2) 財政状態の分析

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて、607百万円増加し、4,125百万円となりました。これは、主として現

金及び預金、有価証券の増加、その他（流動資産）の減少等によるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて、232百万円減少し、8,406百万円となりました。これは、主として建

物及び構築物の減少等によるものであります。

この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて、375百万円増加し、12,531百万円となりました。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて、107百万円増加し、2,952百万円となりました。これは、主として前

受金の増加等によるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて、150百万円減少し、1,823百万円となりました。これは、主として長

期借入金の減少等によるものであります。

この結果、負債は前連結会計年度末に比べて、42百万円減少し、4,775百万円となりました。

（純資産）

純資産は、前連結会計年度末に比べて、417百万円増加し、7,756百万円となりました。これは、主として配当

金の支払い及び親会社株主に帰属する中間純利益の計上等によるものであります。

この結果、自己資本比率は、61.9％（前連結会計年度末は60.3％）となりました。

 
 

(3) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べて、518百万円増加し、3,661百万

円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、1,270百万円の収入（前中間連結会計期間は1,214百万円の収入）とな

りました。

これは、主に税金等調整前中間純利益、減価償却費、減損損失、前受金の増加額、法人税等の支払額等による

ものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、137百万円の支出（前中間連結会計期間は870百万円の収入）となりま

した。

これは、主に有形固定資産の取得による支出等によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、622百万円の支出（前中間連結会計期間は608百万円の支出）となりま

した。

これは、主に配当金の支払額等によるものであります。

　

　

(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当連結会社の優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。
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(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

 

(6) 主要な設備

当中間連結会計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計画の著し

い変更はありません。

 
 
３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,834,000

計 30,834,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2025年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2025年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,968,356 10,968,356
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は100株
であります。

計 10,968,356 10,968,356 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2025年４月１日～
2025年９月30日

― 10,968,356 ― 1,216,356 ― 653,340
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(5) 【大株主の状況】

2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を除
く。)の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

ケイエスケイケイ株式会社 東京都渋谷区代々木一丁目12番８号 3,980 36.62

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区赤坂一丁目８番１号 1,019 9.38

株式会社日本カストディ銀行(信
託口)

東京都中央区晴海一丁目８番12号 325 3.00

河端　真一 東京都渋谷区 204 1.88

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED
STOCK FUND
(常任代理人　株式会社三菱UFJ
銀行)

245 SUMMER STREET BOSTON, MA 02210
U.S.A.
(東京都千代田区丸の内一丁目４番５号)

182 1.68

ヨシダ　トモヒロ 大阪府大阪市淀川区 126 1.16

野村信託銀行株式会社(投信口) 東京都千代田区大手町二丁目２番２号 112 1.03

HSBC　HONG　KONG-TREASURY
SERVICES A/C ASIAN EQUITIES
DERIVATIVES
(常任代理人　香港上海銀行)

1 QUEEN'S ROAD CENTRAL.HONG KONG
(東京都中央区日本橋三丁目11番１号)

63 0.58

STATE STREET BANK AND TRUST
COMPANY 505044
(常任代理人　株式会社みずほ銀
行)

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1, BOSTON,
MASSACHUSETTS
(東京都港区港南二丁目15番１号)

60 0.55

学究社役員持株会 東京都渋谷区代々木一丁目12番８号 59 0.55

計 ― 6,132 56.43
 

(注)１ 上記のほか当社所有の自己株式100千株があります。

(注)２ ケイエスケイケイ株式会社の発行済株式総数の100.0%を河端真一氏が所有しております。

(注)３ 当中間会計期間末現在における、日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)、株式会社日本カスト

ディ銀行(信託口)及び野村信託銀行株式会社(投信口)の信託業務に係る株式数については、当社として把握

することができないため記載しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2025年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式  100,100
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 10,503,000
 

105,030 ―

単元未満株式 普通株式 365,256
 

― ―

　発行済株式総数 10,968,356 ― ―

総株主の議決権 ― 105,030 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式59株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

2025年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社学究社

東京都渋谷区代々木一丁目
12番８号

100,100 ― 100,100 0.91

計 ― 100,100 ― 100,100 0.91
 

 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1) 退任役員

 
役職名 氏名 退任年月日

執行役
教務本部長代理

福家　龍 2025年７月31日
 

 
(2) 役職の異動

 
新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

執行役
中学部長

執行役 澤田　大助 2025年９月１日
 

 
(3) 異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性9名　女性2名 （役員のうち女性の比率18.2％）
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2025年４月１日から2025年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、海南監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,642,584 3,137,767

  売掛金 71,814 135,253

  有価証券 - 523,596

  商品 51,990 45,700

  貯蔵品 6,389 7,118

  その他 745,458 276,567

  貸倒引当金 △486 △669

  流動資産合計 3,517,752 4,125,335

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 6,682,318 6,583,846

    減価償却累計額 △2,278,678 △2,341,554

    建物及び構築物（純額） 4,403,640 4,242,292

   工具、器具及び備品 1,207,325 1,207,219

    減価償却累計額 △1,022,153 △1,034,297

    工具、器具及び備品（純額） 185,172 172,922

   土地 1,603,633 1,603,633

   その他 695,443 578,041

    減価償却累計額 △378,194 △280,409

    その他（純額） 317,248 297,631

   有形固定資産合計 6,509,694 6,316,479

  無形固定資産   

   のれん 19,635 14,726

   その他 69,108 58,309

   無形固定資産合計 88,744 73,036

  投資その他の資産   

   差入保証金 1,132,111 1,073,620

   その他 908,275 943,365

   投資その他の資産合計 2,040,387 2,016,985

  固定資産合計 8,638,825 8,406,501

 資産合計 12,156,578 12,531,836
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 19,470 8,411

  1年内返済予定の長期借入金 148,663 148,663

  未払金 404,039 370,480

  未払法人税等 523,958 547,296

  前受金 1,257,263 1,357,133

  賞与引当金 68,834 80,319

  資産除去債務 27,848 18,067

  その他 394,694 422,031

  流動負債合計 2,844,772 2,952,404

 固定負債   

  長期借入金 1,161,774 1,087,442

  退職給付に係る負債 55,263 43,205

  資産除去債務 532,299 500,495

  その他 224,434 192,261

  固定負債合計 1,973,772 1,823,405

 負債合計 4,818,545 4,775,810

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,216,356 1,216,356

  資本剰余金 410,842 410,842

  利益剰余金 5,952,903 6,375,194

  自己株式 △226,026 △226,026

  株主資本合計 7,354,075 7,776,366

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 345 3,056

  為替換算調整勘定 △18,939 △25,970

  その他の包括利益累計額合計 △18,594 △22,913

 非支配株主持分 2,552 2,573

 純資産合計 7,338,033 7,756,026

負債純資産合計 12,156,578 12,531,836
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

売上高 6,674,773 6,564,682

売上原価 4,228,208 4,047,940

売上総利益 2,446,564 2,516,742

販売費及び一般管理費 ※1  1,081,495 ※1  1,068,307

営業利益 1,365,069 1,448,434

営業外収益   

 受取利息 1,867 18,907

 持分法による投資利益 31,056 -

 為替差益 - 16,416

 その他 11,328 12,411

 営業外収益合計 44,252 47,734

営業外費用   

 支払利息 6,089 8,670

 その他 1,830 397

 営業外費用合計 7,919 9,067

経常利益 1,401,402 1,487,102

特別利益   

 固定資産売却益 3 383

 関係会社株式売却益 116,574 -

 受取補償金 - 21,000

 特別利益合計 116,578 21,383

特別損失   

 減損損失 7,523 89,059

 固定資産除却損 473 2,565

 賃貸借契約解約損 3,046 18,994

 特別損失合計 11,043 110,619

税金等調整前中間純利益 1,506,936 1,397,865

法人税等 463,106 486,484

中間純利益 1,043,830 911,381

非支配株主に帰属する中間純利益 41 21

親会社株主に帰属する中間純利益 1,043,788 911,360
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

中間純利益 1,043,830 911,381

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 - 2,711

 為替換算調整勘定 3,815 △7,030

 持分法適用会社に対する持分相当額 △76,350 -

 その他の包括利益合計 △72,535 △4,319

中間包括利益 971,294 907,062

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 971,252 907,040

 非支配株主に係る中間包括利益 41 21
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 1,506,936 1,397,865

 減価償却費 221,774 229,869

 減損損失 7,523 89,059

 のれん償却額 5,507 4,908

 賞与引当金の増減額（△は減少） 20,933 11,484

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 45 182

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △11,308 △12,058

 受取利息及び受取配当金 △1,867 △18,907

 支払利息 6,089 8,670

 持分法による投資損益（△は益） △31,056 -

 関係会社株式売却損益（△は益） △116,574 -

 固定資産除却損 473 2,565

 受取補償金 - △21,000

 売上債権の増減額（△は増加） △27,279 △63,698

 棚卸資産の増減額（△は増加） 16,465 5,311

 仕入債務の増減額（△は減少） △15,423 △11,058

 前受金の増減額（△は減少） 127,934 99,902

 前払費用の増減額（△は増加） △32,979 △12,304

 未払消費税等の増減額（△は減少） △19,334 33,574

 その他 △106,825 △34,091

 小計 1,551,032 1,710,277

 利息及び配当金の受取額 23,468 13,182

 利息の支払額 △5,598 △8,634

 補償金の受取額 - 21,000

 法人税等の支払額 △354,523 △465,448

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,214,380 1,270,377

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △162,525 △84,143

 有形固定資産の除却による支出 △13,387 △54,011

 無形固定資産の取得による支出 △492 △5,542

 関係会社株式の売却による収入 1,062,769 -

 長期貸付けによる支出 △150 △650

 長期貸付金の回収による収入 120 205

 差入保証金の差入による支出 △27,463 △858

 差入保証金の回収による収入 18,214 42,164

 その他 △6,945 △34,535

 投資活動によるキャッシュ・フロー 870,140 △137,370
 

 

EDINET提出書類

株式会社学究社(E04796)

半期報告書

15/25



 

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入金の返済による支出 △74,331 △74,331

 自己株式の取得による支出 △87 -

 配当金の支払額 △454,807 △486,858

 リース債務の返済による支出 △79,768 △61,402

 財務活動によるキャッシュ・フロー △608,994 △622,592

現金及び現金同等物に係る換算差額 4,835 7,687

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,480,361 518,101

現金及び現金同等物の期首残高 2,251,002 3,143,262

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1  3,731,364 ※1  3,661,363
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【注記事項】

(中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

当中間連結会計期間

(自 2025年４月１日

 至 2025年９月30日)

税金費用の計算  税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の

税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に

見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算してお

ります。

 ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく

合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法に

よっております。
 

 

 
(中間連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

広告宣伝費 100,694千円 124,989千円
 

 

 
(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

現金及び預金 3,731,364千円 3,137,767千円

有価証券 ― 523,596千円

現金及び現金同等物 3,731,364千円 3,661,363千円
 

 

EDINET提出書類

株式会社学究社(E04796)

半期報告書

17/25



 

(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年５月13日
取締役会

普通株式 456,468 42 2024年３月31日 2024年６月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月８日
取締役会

普通株式 489,071 45 2024年９月30日 2024年12月10日 利益剰余金
 

 
３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 
当中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年５月15日
取締役会

普通株式 489,068 45 2025年３月31日 2025年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月13日
取締役会

普通株式 543,409 50 2025年９月30日 2025年12月10日 利益剰余金
 

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：千円)

 
報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

中間連結
損益計算
書計上額
(注)３

教育事業 不動産事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 6,335,932 37,609 6,373,542 301,230 6,674,773 - 6,674,773

セグメント間の内部
売上高又は振替高

- 45,280 45,280 113,920 159,200 △ 159,200 -

計 6,335,932 82,890 6,418,822 415,151 6,833,974 △ 159,200 6,674,773

セグメント利益 1,253,412 37,144 1,290,556 73,082 1,363,638 1,430 1,365,069
 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、インターネットによる受験、教

育情報の配信サービス事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額1,430千円は、主にセグメント間取引消去によるものであります。

３．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

「教育事業」セグメントにおいて、7,523千円の減損損失を計上しております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：千円)

 
報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

中間連結
損益計算
書計上額
(注)３

教育事業 不動産事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 6,219,704 36,744 6,256,449 308,232 6,564,682 - 6,564,682

セグメント間の内部
売上高又は振替高

- 45,297 45,297 61,253 106,550 △ 106,550 -

計 6,219,704 82,041 6,301,746 369,486 6,671,233 △ 106,550 6,564,682

セグメント利益 1,344,247 40,114 1,384,361 63,204 1,447,566 868 1,448,434
 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、インターネットによる受験、教

育情報の配信サービス事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額868千円は、主にセグメント間取引消去によるものであります。

３．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

「教育事業」セグメントにおいて、89,059千円の減損損失を計上しております。

 
 
 

EDINET提出書類

株式会社学究社(E04796)

半期報告書

19/25



 

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　前中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

   (単位：千円)

 
報告セグメント

その他
(注)

合計
教育事業 不動産事業 計

小中学生部門 4,618,310 - 4,618,310 - 4,618,310

個別指導部門 352,567 - 352,567 - 352,567

大学受験部門 891,798 - 891,798 - 891,798

その他 473,255 - 473,255 262,512 735,768

顧客との契約から生じる収益 6,335,932 - 6,335,932 262,512 6,598,445

その他の収益 - 37,609 37,609 38,718 76,327

外部顧客への売上高 6,335,932 37,609 6,373,542 301,230 6,674,773
 

(注)　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、インターネットによる受験、教育情

報の配信サービス事業等を含んでおります。

 
　当中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

   (単位：千円)

 
報告セグメント

その他
(注)

合計
教育事業 不動産事業 計

小中学生部門  4,623,430 -  4,623,430 -  4,623,430

個別指導部門 250,888 - 250,888 - 250,888

大学受験部門 864,848 - 864,848 - 864,848

その他  480,537 -  480,537  269,514  750,052

顧客との契約から生じる収益  6,219,704 -  6,219,704 269,514  6,489,219

その他の収益 - 36,744 36,744  38,718  75,462

外部顧客への売上高 6,219,704 36,744  6,256,449  308,232  6,564,682
 

(注)　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、インターネットによる受験、教育情

報の配信サービス事業等を含んでおります。
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

１株当たり中間純利益 96円04銭 83円86銭

 (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する中間純利益(千円) 1,043,788 911,360

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
　　中間純利益(千円)

1,043,788 911,360

   普通株式の期中平均株式数(株) 10,868,260 10,868,197
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【その他】

 
2025年５月15日開催の取締役会において、2025年３月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり期末配

当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額                               489,068千円

②　１株当たりの金額      　                     45円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 　 2025年６月30日

また、第51期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）中間配当について、2025年11月13日開催の取締役会にお

いて、2025年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額                               543,409千円

②　１株当たりの金額      　                     50円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日  　2025年12月10日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2025年11月14日

株式会社学究社

取締役会 御中

海 南 監 査 法 人

東京事務所
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 仁 戸 田　　学

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山   田   亮

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社学究社

の2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、株式会社学究社及び連結子会社の2025年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者及び監査委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は

阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以  上

 
 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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